































The tracks of marketing channel strategy of automobile 
manufactuars in 1980 after the middle of 1960s 

















－ 1 － 





























－ 2 － 
カー・レベルの競争だけではなく、同一メーカーの異なるマーケティング・チャネルでも
熾烈な競争が繰り広げられることになった。 









１ 1960 年代後半におけるトヨタのマーケティング・チャネル展開 
 
 1964 年にオリンピック景気が終息し、65 年の転換期不況、66 年の証券不況のような一
時的景気後退はあったが、60 年代後半から 70 年頃まで「いざなぎ景気」が続き、国内の







 一方、わが国では 1965 年 10 月、乗用車の貿易自由化実施により、自動車業界では再編
が起こった。日産は、66 年 8 月、プリンス自動車工業(株)(以下「プリンス自工と略」)と








－ 3 － 
合併して企業規模を拡大した。一方、66 年 10 月にはトヨタが日野4）と業務提携を発表し、
67 年 11 月にはトヨタ自工はダイハツ自動車工業(株)(以下「ダイハツ」と略)との業務提
携を発表した5）。さらに 68 年 10 月には三菱重工業(株)(以下「三菱重工」と略)といすゞ
自動車(株)(以下「いすゞ」と略)、日産と富士重工業(株)(以下「富士重工」と略)の業務
提携が締結され、新たな枠組みでの自動車生産が行われることになった。そして、わが国
の自動車生産台数は、67 年には前年比 38%増の約 314 万台となり、西ドイツを抜いて世界






＜表１ 自動車メーカー別乗用車登録シェアの推移＞ (単位：%) 































































































































－ 4 － 
＜表－２ 車種別乗用車生産台数の推移＞ (単位：台) 
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－ 5 － 
（１）1960 年代後半のトヨタにおける製品戦略とプロモーション 




















るため、66 年 9 月から 11 月まで、すべてのディーラーで、国内販売 5 万台突破を目標と
する「オールトヨタ 5 万台セールスコンテスト」を展開した8）。つまり、顧客に対しては
トヨタの競争環境が変化しようとも、国内トップ企業としてのイメージを持ち続けてもら
                                                          
6）「6 ヶ月先行して発売された日産のサニーを抜くのはいつ頃か」という質問に対し、神谷は「発売
の月、つまり 11 月には追い抜くでしょう」と答えた。9 月のトヨタの総生産台数が 5 万台強、パブ
リカが 1 万台、コロナが 2 万台強の時期に、カローラの月販 3 万台の目標に集まった人々は驚いた。
（トヨタ自動車株式会社(1987)『創造限りなく トヨタ自動車 50 年史』トヨタ自動車(株)、pp..442
～443） 
7）トヨタ自動車販売店協会広報部(1977)『前掲書』、p.166 
8）神奈川トヨタ(株)(1998)『モビリティライフの創造 神奈川トヨタ 50 年の軌跡』神奈川トヨタ(株)、
p.115 








































 その後、1954 年 9 月、SKB トラック（後の「トヨエース」）発売にあたり、56 年 2 月か
ら全国的に「トヨペット店」を設置し、本格的に複数マーケティング・チャネル制を採用
した。また、57 年 2 月からディーゼル車15）販売のため主要都市に「ディーゼル店」を設






















車 50 年史』青森日産自動車販売(株)p.114） 
16）パブリカの製品企画は、1955 年に通産省で立案された国民車構想に遡る。パブリカは、トヨタ
が 61 年から発売した 697cc、空冷 2 気筒 OHV・水平対向で 28 馬力を発する新開発の U 型エンジン
搭載の大衆車であった。 
17）(社)日本自動車会議所・日刊自動車新聞社(1967)『昭和 42 年版 自動車年鑑』日刊自動車新聞
社、p.64 













売開始までに大衆車のマーケティング・チャネルを強化するため、66 年 4 月から半年間で
パブリカ店を 18 社設置した。これにより、既存のディーラーと合わせてパブリカ店は 86
社となり、トヨタ店 49 社、トヨペット店 53 社、ディーゼル店 11 社と合わせるとトヨタ・
ディーラーは 199 社に達した。 
 カローラの販売増加によって、パブリカ店の取扱台数は急激に伸びた。パブリカ店の取
扱車種は、カローラ発売以前はパブリカ・シリーズだけで、1965年の月平均販売台数は8,000
台程度だった。しかし、カローラ発売により、67 年には 2 倍以上の月平均 1 万 8,000 台(う
ちカローラ・シリーズ 1 万 2,000 台)に急増した。この急拡大により、販売能力を超えるパ
ブリカ・ディーラーや拠点が生じる可能性があった。そこでトヨタ自販は、67 年 6 月、ト
ヨタ店、トヨペット店、ディーゼル店、パブリカ店に続く 5 番目のディーラー設置を決定




                                                          
18）竹内敏雄(1968)『自動車販売』日本経済新聞社、p.58 















あり、67 年 10 月までに約 20 店が内定し、11 月から 3 店が営業を開始した。この後、各地





に 3 店、68 年に 42 店、69 年に 16 店が増加し、69 年末には 61 店に達し、ほぼ全国ネット
を完成した。その結果、全国のトヨタ・ディーラーは、67 年末の 201 店から 69 年末には
251 店に達した。そして、68 年春にすべてのオート店ディーラーは、販売店協会に入会し、
68 年 4 月の役員会でオート店を第五部会として承認された。その後、72 年 6 月、第三部会
として活動していたディーゼル店の減少で、部会を返上したため、カローラ店が第三部会、
オート店は第四部会となった24）。トヨタ自販は、この新ディーラー設置により、68 年 2 月
1 日、車輌第三部のパブリカ第二課を母体に車輌第四部が新設された25）。 
                                                          
22）1970 年頃には、国内のトヨタのマーケティング・チャネルは、オート店の全国チャネルがほぼ
完成した。しかし、一部未設置地区もあり、71 年から 73 年にかけてトヨタオート徳島(株)、トヨタ
オート島根(株)、トヨタオート香川(株)、トヨタオート鳥取(株)の 4 社が発足し、オート店の全都
道府県への設置が完了した。一方、72 年 5 月、沖縄の返還に伴い、沖縄トヨタグループが参加した。
（トヨタ自動車販売(株)社史編纂委員会(1980)『前掲書』、p.282） 




－ 10 － 
＜図１ 1965 年当時のトヨタの販売体制＞ 
官公庁・大口需要家 
 







  (内需一般)   トヨタ店 
各地ﾃﾞｨｰﾗｰ   トヨペット店 
               パブリカ店 



































 輸出海外支店   海外代理店            ｻﾌﾞﾞﾃﾞｨｰﾗｰ 
  (代理店)     トヨタ自販バンコック支店    ﾃﾞｨｽﾄﾘﾋﾞｭｰﾀｰ 
               米国トヨタ                 ﾃﾞｨｰﾗｰ 
 ユーザー 
(出所) (社)日本自動車会議所・日刊自動車新聞社(1966)『昭和 41 年版 自動車年鑑』日刊自動車新
聞社、p.47 
 
＜表４ 1966-1968 年の総市場におけるトヨタと日産のシェア・伸長率＞ （単位：%) 





































 1967 年 10 月から大衆車であるパブリカとカローラの併売店が設立されはじめ、68 年 2
月には 29 店となった。これは 66 年までにパブリカ店の統合が一段落し、次の体制整備に
乗り出したことを表している。パブリカ店の統合は主に東京都内で行われたが、これは販
売体制が不備なディーラーを整理統合して、トヨタとしての戦力強化を打ち出したもので











換を希望した。これによりパブリカ店は、1969 年 3 月に「カローラ店」と改称した28）。 
 トヨタは新車発売の都度、新ディーラーを設置した。これがトヨタの強力なマーケティ
ング・チャネルを構築するエンジンとなっていた。これは 1968 年 5 月のスプリンター発売
にあたっても踏襲された。オート店の取扱車種は、カローラセダン（併売）、ミニエース(専
売）、パブリカバン(併売）の 3 車種で開始したが、スプリンターが加わり、オート店専売
車種となった。発売した 5 月にスプリンターは、3,800 台の登録実績を上げ、66 年のカロー
ラが日産・サニーを上回った。そして、68 年 12 月には 5,800 台を販売し、カローラ・セダ
ンと合わせて 2 万 2,560 台という単一車種での月間登録台数の最高記録となった29）。さらに
69 年、トヨタ自販は、カローラ店との取扱車種を調整し、2 系列の取扱車種が変化した30）。 
 
＜表５ 1968 年のカローラ・ディーゼル店およびオート店取扱車種＞ 








                                                          





30）名古屋トヨペット社史編集室(1988)『名古屋トヨペット 30 年史』名古屋トヨペット(株)、p.220 
－ 12 － 
３）トヨタ自販主導による 1 系列 2 乗用車体制の推進 
 トヨタ自販は、市場変化を分析・展望した上で、市場細分化による車種多様化を中心に
























                                                          
31）トヨタ自動車販売(株)社史編纂委員会(1980)『前掲書』、p.242 




－ 13 － 
トヨタ・ディーラーの合理化に取り組んだ。それはディーラーの企業基盤を強化し、国内
シェアを拡大するため、直営店であった東京トヨタと、同様に直営店であった東京協和ト


































                                                          
34）東京トヨタ自動車四十年史編纂委員会(1986)『東京トヨタ自動車四十年史』東京トヨタ自動車
(株)、pp..60～61 
－ 14 － 
＜表７ トヨタディーラーと 1店あたりの販売台数の推移＞ 
年
ディーラー 


































































 トヨタ自工の生産台数は、1965 年には約 47 万台であったが、68 年には 100 万台を突破
し、70 年に約 160 万台、そして、72 年 1 月には生産累計 1,000 万台を達成した。トヨタの
国内販売は、新製品発売、輸出が好調で、ディーラーの販売努力もあったため、65 年の約
41 万台が 69 年には約 104 万台へと急増し、輸出台数も 40 万台に接近した。しかし、70
年は約 111 万台と微増にとどまった。この背景には、68 年 7 月の自動車取得税導入の影響、










－ 15 － 
車庫規制強化37）、69 年 6 月にはリコール車問題、8 月に発表された自動車新税構想38）、11
月には自賠責保険料の 2 倍引き上げ、さらに 70 年の万国博ブーム後の国内景気が停滞した
影響があった39）。ただ、トヨタ自工は、69 年の年間実績では約 147 万台を生産し、GM、
フォード、フォルクスワーゲン、クライスラーに続き、世界第 5 位の自動車メーカーに成
長した。一方、トヨタ自販では、71 年 3 月末までに、国内での 150 万台販売体制の確立方









 1960 年代後半から 70 年にかけて、トヨタではディーラーや拠点数が増加しただけでな
く、資本や従業員規模も増加した。66 年 3 月における全国のディーラーの使用総資本(偶
発債務を含む）は約 3,200 億円、1 店平均 18 億円であったが、70 年 3 月にはそれぞれ約 7,500






し、自動車産業に与える影響が大きいとして、反対同盟が結成された。1971 年 9 月、日本自動車工
業会など 19 団体によって結成し、運動を展開した。ユーザーの負担は、数度の増税だけでなく、70




40）自動車の資本自由化は、1971 年 10 月 1 日に閣議決定されたが、自動車、自動車車体・付随車、
自動車部分品・付属品、ピストンリング、内燃機関・電装品、自動車用電球の 6 業種も対象となっ
た。自由化に対しての方針は、①自動車工業に関わる対内直接投資の自由化は、71 年 10 月から実施
する方針とする。なお、この方針に即応してエンジンの輸入の自由化時期も同時期に繰り上げる。
②自動車部品工業及び自動車販売に関わる対内直接投資の自由化は、原則として自動車工業と同一
時期に実施するものとする。③上記自由化措置は、67 年 6 月 6 日付閣議決定に定める第 1 類自由化




－ 16 － 
億円、約 30 億円となった。そして、ディーラーの従業員数、営業員数も増加した。65 年
末と 69 年末の数値を比較すると、従業員数が約 4 万 8,000 人から約 7 万 8,000 人、営業員
数が約 1万人から約 2万人となった。さらに販売拠点数(中古車販売拠点を含む)が、約 1,200
カ所から約 2,500 カ所に増加した。つまり、わずか 4 年ほどで、さまざまな面でほぼ 2 倍
前後に増加した。 
 トヨタ自販は、新たな目標として 1971 年の 200 万台販売体制を目指した。そこで 70 年


















                                                          
41）トヨタ自動車販売(株)社史編纂委員会(1980)『前掲書』、p.170 
42）たとえば、トヨタ自販では、1967 年 4 月から乗用車、商業車およびトヨエースを対象に新車ク
レーム期間を 1 年または 2 万㎞から 2 年または 5 万㎞に引き上げた。日産でも、67 年 4 月からサー
ビス体制の一環とし、乗用車、小型トラックを対象に新車保証期間をそれまでの 1 年または 2 万㎞
から 2 年または 5 万㎞に大幅延長した。（(社)日本自動車会議所・日刊自動車新聞社(1968)『前掲書』、
p.12） 
43）日本自動車工業会(1988)『前掲書』、p.198 
44）(社)日本自動車会議所・日刊自動車新聞社(1966)『昭和 41 年版 自動車年鑑』日刊自動車新聞
社、p.33 

























 1970 年 8 月、追加発売したコロナハードトップ(RT90 型）は、オート店との併売になっ
た。この発売は、販売台数とオート店の取扱車種数を増加させ、オート店の経営を軌道に
乗せるためであった47）。こうしてコロナハードトップは、オート店との併売になったが、
                                                          
45）(社)日本自動車販売協会連合会(1970)『ディーラーの経営 収益性を高める指針として』日本
自動車販売協会連合会、p.7 
46）佐藤義信(1997)『トヨタグループの戦略と実証分析(第 7 版）』白桃書房、p.279 
47）名古屋トヨペット社史編集室(1988)『前掲書』、p.237 
－ 18 － 
「コロナとマークⅡはトヨペット店の専売車種であり、将来的にもこの体制は不変」と考
えていたトヨペット店には不満もあった。 



























ていた。契約期間は、契約締結の日から 1 年、あるいは翌年 3 月末までなど、各メーカー
で異なるが、すべて契約当事者の一方から解約の申し出がない限り、1 年ずつ自動更新さ
                                                          
48）名古屋トヨペット社史編集室(1988)『前掲書』、pp..248～249 
49）四宮(1998)『前掲書』、p.290  


































































た。（東京トヨペット 20 年史編纂委員会(1973)『東京トヨペット 20 年史』東京トヨペット(株)、p.192） 
58）東京トヨペット 20 年史編纂委員会(1973)『前掲書』、p.217 
59）東京トヨペット 20 年史編纂委員会(1973)『前掲書』、p.217 
60）東京トヨペット 20 年史編纂委員会(1973)『前掲書』、pp..217～220 
61）成生達彦(1993)「自動車の流通:日米比較」『南山経営研究』第 7 巻第 3 号、p.576 





















61 年 6 月、パブリカ発売にあたってパブリカ専門ディーラーの設立時であった。第一次と
して、全国に 31 社のパブリカ店を設立し、東京に 8 店、大阪に 5 店、名古屋に 4 店設置し
た。これは従来のディーラーに対する考え方とは大幅に異なった。1 県 1 店制は、大市場






64）(社)日本自動車会議所・日刊自動車新聞社(1980)『昭和 55 年版 自動車年鑑』日刊自動車新聞
社、p.145 
65）孫飛舟(2006)「日・中・韓自動車流通の発展に関する一考察」『地域と社会』大阪商業大学比較
地域研究所、第 9 号、p.72 
66）日本長期信用銀行調査部(1966)「前掲論文」、p.75 




















 メイン・ディーラー サブ・ディーラー 
メーカー等の資本関係 「ある」場合がある ない 
車両の仕入先 メーカー・自販等 メイン・ディーラー 
車両の登録業務 行うことが可能 行うことは不可能 
(出所)久富繁雄(1975)『業種別会計実務＜自動車販売業＞』第一法規出版、p.21、一部改 
 
 戦略的にテリトリーを抑える方法は 2 つに集約される。1 つは、拠点投入度であり、営
業ネットワークをどれだけ多く設置するかということと、もう 1 つは、セールスマン投入




－ 23 － 
度であった70）。 
 
＜表 10 1960 年代後半におけるディーラーの労働生産性＞ 
年度
労働生産性 





































































 たとえば、トヨタでは東京地区を 10 ゾーンに分け、販売体制の「最適組織単位」を確立
した。各ゾーンには営業部と責任者を置き、ゾーン内をさらに単位または丁目単位で多く
のテリトリーに分割し、1960 年から「1 セールスマン、1 テリトリー」の完全テリトリー
制を基盤にした営業活動をはじめた。トヨタ以外の各地の販売会社もこのテリトリー制を
                                                          
70）矢島(1980)『前掲書』、p.83 
71）孫(2003)『前掲書』、p.144 







 自動車の資本自由化の時期が 1971 年 4 月と決定された 69 年 10 月、トヨタ自工の豊田英
二社長が、「トヨタのとるべき対策は量産化である。資本自由化実施直前まで、つまり 71
年までには年産 200 万台体制を確立したい」と基本方針を発表した。トヨタは資本自由化




を進め、ディーラーを支援した74）。ただ、トヨタ自工の生産台数は、68 年に月産 10 万台、
年産 100 万台を達成したばかりであった。この時点において世界で年産 200 万台を超えて
いたのは、GM、フォードの 2 社だけであった。 








                                                          
72）竹内(1968)『前掲書』、pp..71～73 
















＜表 11 東京トヨペットの特約店数と販売実績の変化＞ 






















 1971 年 8 月、アメリカのニクソン大統領によるドル防衛策が発表され、円の対ドルレー
トが上昇し、同時にアメリカで 10％の輸入課徴金が実施され、不況が深刻化した。この大
幅な国際金融の枠組みの変化による影響をニクソンショックと呼んだ。また、71 年 12 月
の自動車重量税導入により、わが国での自動車の販売環境が悪化した。ただ、ニクソン
ショックに対し、わが国政府は金融を緩和したため、延期利上げの影響が予想よりも小さ
く、アメリカの輸入課徴金も 71 年 12 月に撤廃され、景気は 72 年春から回復に向かった。
さらに個人の消費意欲が強くなり、自動車の需要も急増した。 
                                                                                                                                                                
ターサービス委託した。そして大部分の特約店は、顧客の確保や管理に大きく影響した。73 年 3 月
には、このような委託店が都内に 692 店あり、外注などの仕事において応援体制を取れる協力工場
が 44 店、指定工場となったものが 4 店あり、これらを含めると、全特約店数は 740 に達した。（東
京トヨペット 20 年史編纂委員会(1973)『前掲書』、pp..203～204） 
76）東京トヨペット 20 年史編纂委員会(1973)『前掲書』、p.203 
－ 26 － 
 トヨタ自販ではディーラーの経営環境の質的変化を予測し、ディーラーの経営体質改善
に本格的に取り組んだ。他方、1971 年には、トヨタは西ドイツのフォルクスワーゲンを抜
き、生産台数では GM、フォードに次いで世界第 3 位となった。71 年の総生産台数は、約
196 万台となり、前年比で 21.5%増加し、車種別では乗用車約 140 万台(同 31.1%増)、トラッ
ク約 55 万台(同 3.9%増)であった77）。ただ、目標の 200 万台に僅かではあったが届かなかっ
た。その後、72 年 12 月にはトヨタは年産 200 万台を達成した。日産は、1 年遅れて 73 年





















                                                          
77）(社)日本自動車会議所・日刊自動車新聞社(1972)『昭和 47 年版 自動車年鑑』日刊自動車新聞
社、p.61 
78）トヨタ自動車販売(株)社史編纂委員会(1980)『前掲書』、pp..275～276 











ラーの経営分析を強化した。そしてトヨタ自販は、72 年 2 月、全国のディーラーに対し、
「間接部門の人員の必要最小限までの圧縮と間接員の直接員への転用によって、贅肉のな
い筋肉質ディーラーへ脱皮させる」方針を固め、「2 年後に各販売店の直接員比率 65%、営











言した。さらに 72 年 9 月には、ディーラーの標準業務とモデル帳票をまとめた『販売店業
務マニュアル』を刊行した81）。各ディーラーは、これらのマニュアルを用い、トヨタ自販
地区担当員、各部門フィールドマンなどの指導により、間接部門の効率化を進めた。特に











 1972 年 4 月、トヨタは国内販売体制の抜本的強化を目指した「50 年計画83）」の推進に着
手した。この計画は 75 年を目標年度とし、国内市場における絶対的優位の確立を目指し、
販売計画と目標占拠率、販売計画達成の体制強化を図ろうとした。そして、73 年 2 月には、
「50 年計画」の 1 年繰り上げ実施を決定した。景気回復で、市場が急拡大し、体制面強化・
整備の急務や、72 年にトヨタのシェアが低下したことも、計画再検討を促す要因であった。









 トヨタ自販では 67 年頃から人事部を中心に、ディーラーへの本格的な採用援助に取り組



























































































＜表 12 トヨタ・ディーラーにおける拠点数と従業員数の推移＞ 






































































































                                                          
94）トヨタ自動車販売(株)社史編纂委員会(1980)『前掲書』、p.275 
－ 32 － 
 トヨタ自販からの資金的援助とディーラーの販売努力により、ディーラーの販売体制は
次第に強化されていった。セールスマンは、1972 年 9 月末の 2 万 4,700 人から 73 年 9 月末
には 2 万 6,900 人へと 1 年間で約 10％増加した。一方、新車販売拠点数は、72 年 9 月末の
2,251 カ所から 73 年 9 月末には 2,440 カ所、74 年月末には 2,594 カ所と 2 年間で 343 カ所
増加した95）。そして、73 年 4 月には、愛知県愛知郡日進町に研修センターの建設工事を開
始した。トヨタは、58 年に販売力強化支援策の 1 つとして、セールスカレッジを中部日本
自動車学校内に開設して以降、販売教育が毎年盛んになった。61 年に移転した春日トレー
ニングセンターは、マネジャー教育の充実や産業車両部門への拡大などによって手狭に






 1973 年 10 月、第 4 次中東戦争勃発を契機に起こった第一次石油ショック97）により、わ
が国は直前の「列島改造ブーム」から一気に不況へと急転し、メーカーにはじめて自動車
の減産を余儀なくさせた。そして、メーカーは自動車開発や車種構成など、製品戦略を根
本から見直す必要に迫られた98）。74 年の新車販売は、乗用車が約 229 万台で、前年比 22.6%
減となり、トラックが約 154 万台で同 21.9%減となった。生産財であるトラック、中でも
軽・小型トラックの減少は比較的少なかったが、消費財である乗用車、特に軽99）・小型乗















1950 年~1990 年の軽自動車市場－」『追手門経済論集』追手門学院大学経済学会、第 42 巻、p.39) 











 一方、1978 年のイラン革命で、石油生産が中断し、78 年末に OPEC が 79 年からの原油
価格を 4 段階に分けて計 14.5％値上げするという決定により、原油価格が上昇した。そし
て、世界中で備蓄を急いだため、79 年中は、原油需給は逼迫気味となり、第二次石油ショッ
クとなった。特に 70 年前半からの 10 年間で、アメリカの自動車生産台数下落率は世界平
均値を上回り、73 年の約 1,268 万台から 82 年には約 699 万台と約 569 万台も減産した。こ
の間、日本車の対米輸出は純増で約 260 万台あり、わが国での自動車生産台数は約 708 万








                                                          



























結果、要請に応えて、6 月 4 日に第一次としてディーラーのサービス部員を中心に 294 名





 1973 年 10月の第四次中東戦争勃発を契機として、74 年 1月から原油価格が 2倍となり、
第一次石油ショックとなった。自動車産業では、まず新車販売が影響を受け、モータリゼー
                                                          
104）トヨタ自動車販売(株)社史編纂委員会(1980)『前掲書』、p.285 
105）トヨタ自動車販売(株)社史編纂委員会(1980)『前掲書』、pp..285～286 












注・在庫状況を、74 年 1 月からは毎日把握した。また、トヨタ自工は 1 月から 3 月にかけ
て減産を実施した。しかし、需要減退は激しく、73 年 12 月以降、増加傾向だったディー










万台強となり、7 月には全ディーラーが需要を掘り起こし、14 万台強を販売し、2 ヶ月合
計で約 24 万 2,000 台となり、目標の 23 万台を達成した。トヨタ店、トヨペット店、カロー
                                                          
106）日本自動車工業会(1988)『前掲書』、pp..251～252 
107）トヨタ自動車(株)(1987)『前掲書』、p.570 





－ 36 － 
ラ店、オート店の全チャネルが目標台数を上回った110）。これは各チャネルがこれまで以上
の販売努力を行った結果、目標を上回る相乗効果を生み出したといえる。 












 1974 年に大幅減少となった国内市場は、75 年には新車需要が約 430 万台となり、前年比
11．9％と回復し、第一次石油ショックで大きく減少した 74 年の前年比 22.3%減と比べる
と、急速に回復した。しかし、台数では軽自動車を含めて約 431 万台と 72 年水準であり、








うした状況の下、75 年 9 月、未対策車の駆け込み増産が問題となった。75 年度排出ガス規




112）(社)日本自動車会議所・日刊自動車新聞社(1976)『昭和 51 年版 自動車年鑑』日刊自動車新
聞社、p.183 
113）桂木(1999)『前掲書』、p.508 
－ 37 － 
















 1976 年に入ると、トヨタ自販は販売が回復基調にあると判断し、販売力増強 2 カ年計画116）





資に続く、第二次融資であった。トヨタ自販はディーラーに対し、2 年据え置きの 5 年払
                                                          
114）トヨタ自動車(株)(1987)『前掲書』、pp..608～609 
115）一方、日産がセドリック、ブルーバード、本田技研がアコード、三菱がギャランΣなど、新型




116）計画の内容は、1977 年の年央まで全国のディーラーの営業員を 10％増員して 3 万人とし、78
年にはさらに 2,000 人増員し、全国のディーラーの新車販売拠点でも、78 年央までに 10％増設して
合計 3,000 カ所にするというものであった。この計画を 76 年 5 月、トヨタ自販は販売店協会の役員
会で販売力増強 2 カ年計画を販売店側の提示した。（トヨタ自動車(株)1987)『前掲書』、p.610） 
－ 38 － 
いという有利な条件で融資した。76 年 7 月から 78 年 6 月末までの 2 年間の融資累計額は、
約 300 億円に達し、販売拠点の増強に大きく寄与した117）。 






























ラーのセールスマン数は、1977 年 6 月には予定通りほぼ 3 万人に達した。全国の新車販売
拠点数も、78 年 9 月末で 2,962 箇所に達し、目標の 3,000 ケ所に近いレベルを確保した118）。 
 
 
                                                          
117）トヨタ自動車(株)(1987)『前掲書』、pp..611～612 
118）トヨタ自動車(株)(1987)『前掲書』、p.612 
－ 39 － 
＜表 14 車種店別・職種別 1企業あたり平均従業員(1978 年)＞ (単位：人) 

























































































































２）第 5 のマーケティング・チャネル「ビスタ店」の設置 
 第一次石油ショック後の国内市場低迷のため、トヨタのシェアは 1975 年から 3 年連続低
下した。新車だけでなく中古車需要も減少し、ディーラー経営は悪化した。トヨタはこの
－ 40 － 
事態を打開するためにあらゆる施策119）を実施した。その結果、78 年のトヨタの国内登録
台数は、折からの景気回復もあり、目標を大幅に上回る約 151 万台に達し、シェアも 38.2％
と、3 年ぶりに回復した120）。 
 トヨタは、1978 年には長期目標として、82 年に 350 万台販売計画（国内販売 190 万台、
輸出 160 万台）の達成を掲げた。その後、国内販売目標を 83 年に 200 万台に修正し、ディー
ラーの経営体質強化などの長期戦略とし、200 万台販売体制の確立を掲げた。78 年のトヨ
タの販売台数は約 150 万台で、83 年の 200 万台の目標達成には 79 年以降、毎年 10 万台、
年率約 6％の成長が必要であった。しかし、国内市場は成熟期に入り、全体で年率 2~3％
程度の成長しか期待できなかった。このギャップを埋めるために新ディーラー設置構想121）





 そして、1979 年 3 月、トヨタ自販は、自動車販売店協会役員会で、新チャネル設置の基




頭文字の V は 5 番目のチャネル、勝利の V につなげる期待があった123）。そこですぐに新
店の候補探しをはじめ、6 月には車両第五部が発足した。ビスタ店は当面、月販 5,000 台を
目標にし、10 年後の年販 20 万台体制を目標とした。そして、新資本 80 社、既存店 77 社
の合計 157 社が候補となった。そして、8 月に第一次 28 社を決定し、最終的には全国を網
                                                          
119）1977 年 6 月に、オート店の新規取扱車種としてチェイサーを発売した。秋にはカローラ 1300
カスタムでラックスに 77 万円という低価格によって、「カローラ経済性キャンペーン」を実施し、
大衆車の不振打開を図った。78 年 2 月には新型スターレット(KP61 型)を投入し、同時に中古車部を




し、10~15 万台程度の販売力が不足するので、第 5 番目の系列の新設も検討する必要がある」と述べ、
新ディーラー設置を示唆した。（トヨタ自動車(株)(1987)『前掲書』、p.671） 
122）トヨタ自動車(株)(1987)『前掲書』、p.671 
123）名古屋トヨペット社史編集室(1988)『名古屋トヨペット 30 年史』名古屋トヨペット(株)、p.376 
－ 41 － 
羅する 66 社を選出した。新しい地元資本・人材を積極的に起用し、79 年末までに設立さ
れた 49 社のうち、約 3 分の 1 が地元資本であった124）。また、「新しい血を導入して清新で
活力ある店をつくる」という選定基準により、ダイエーなど各地の有力新資本が参加した。
ビスタ店設置は急速に進み、80 年 4 月から一斉に営業を開始した。 
＜図２ 国産新車の国内流通チャネル＞ 
メーカー(11社) 
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(社)日本自動車会議所・日刊自動車新聞社(1980)『昭和 55 年版 自動車年鑑』日刊自動車新
聞社、p.144 
                                                          
124）(社)日本自動車会議所・日刊自動車新聞社(1980)『昭和 55 年版 自動車年鑑』日刊自動車新
聞社、p.141 






で約 80%、新卒者で約 20%)、ディーラー64 社、販売拠点 209 箇所で、1980 年 4 月から営
業開始した126）。 
























較地域研究所、第 9 号、p.72 
－ 43 － 
れ」と教育された。顧客にとってもインターネットが利用できない時代は、セールスマン
との会話から直接情報を得るのは意味があった128）。しかし、このような訪問販売について
はいくつかの問題が指摘されてきた。それは次の 3 点であった129）。 
①訪問販売の効率低下 － 顧客不在宅の増加、顧客の来店傾向が増加 
②求人難と退職率の悪循環 － セールスマンに対する社会的イメージの低さ130） 




































































－ 45 － 
などの工夫を凝らした。さらに自動車需要が増大すると、各チャネルに複数車種を配置す

























小さかった。すなわち、オート店設立までは、60 年代から 70 年代にかけてトヨタがフル
ライン政策を展開するのに応じた必然的なディーラーの複数店舗展開であったといえる139）。
                                                          
139）塩地洋・T.D.キーリー(1994)『自動車ディーラーの日米比較－「系列」を視座として－』九州
大学出版会、p.89 













                                                          
140）孫(2003)『前掲書』、p.152 
